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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　硬組織に対して超音波ビームを形成してエコー信号を取得する送受波手段と、
　硬組織の表面に対応した表面ポイントをエコー信号から検出する表面検出手段と、
　検出された表面ポイントに基づいて硬組織の形態を反映させた形態量を計測する形態量
計測手段と、
　硬組織に対して外的作用を及ぼした状態からその外的作用を取り除いた後の前記形態量
の復帰変化に基づいて、硬組織の力学的特性の評価量を計測する評価量計測手段と、
　を有し、
　前記評価量計測手段は、前記評価量として、硬組織に対して外的作用を及ぼした状態か
らその外的作用を取り除いた後に、前記形態量が、外的作用を及ぼす前の状態に対応した
復帰基準値に達するまでの時間を計測する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の超音波診断装置において、
　前記復帰基準値は、硬組織に対して外的作用を及ぼした状態の形態量である最大形態量
に基づいて設定される、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　生体内の骨に対して超音波ビームを形成してエコー信号を取得する送受波手段と、
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　骨の表面に対応した表面ポイントをエコー信号から検出し、表面ポイントの動きに追従
して表面ポイントを追跡するトラッキング手段と、
　追跡された表面ポイントに基づいて骨の歪みを反映させた形態量を計測する形態量計測
手段と、
　骨に対して荷重を及ぼした状態からその荷重を取り除いた後の前記形態量の復帰変化に
基づいて、骨の力学的特性の評価量を計測する評価量計測手段と、
　を有し、
　前記評価量計測手段は、前記評価量として、骨に対して荷重を及ぼした状態からその荷
重を取り除いた後に、前記形態量が、荷重を及ぼす前の状態に対応した復帰基準値に達す
るまでの時間を計測する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の超音波診断装置において、
　前記形態量計測手段は、前記形態量として、追跡された表面ポイントに基づいて骨表面
の歪み量を計測する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項５】
　請求項３に記載の超音波診断装置において、
　前記形態量計測手段は、前記形態量として、表面ポイントの変位量を計測する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に関し、特に、骨などの硬組織の診断に利用される超音波診
断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　骨粗鬆症などの骨代謝疾患の診断や易骨折性の判定、また、骨折治療後の骨癒合を定量
的に診断するために、骨強度などの力学的特性の簡便かつ定量的な測定が望まれている。
【０００３】
　骨形成や骨癒合の評価はＸ線写真に大きく依存しているが、Ｘ線写真では骨強度を定量
的に診断することは困難である。骨強度の従来の測定法として測定対象のサンプル骨の強
度試験が知られているものの、サンプル骨の摘出手術が必要であり侵襲的である。また、
骨量や骨密度の測定法として、汎用Ｘ線ＣＴの利用、ＤＸＡ（二重エネルギー吸収測定法
）装置などが実用化にいたっている。しかし、これらはあくまで骨量を測定する手段であ
って、骨強度を評価することはできない。また、Ｘ線を照射する点では非侵襲的であると
は言えない。
【０００４】
　このほかの骨強度を定量評価する試みとしては、創外固定器に歪みゲージを装着してそ
の固定器の歪みを計測する歪みゲージ法、骨に外部から振動を加え固有振動数を評価する
振動波法、降伏応力を生じた骨から発生する音波を検出するアコースティックエミッショ
ン法などが既存の方法として挙げられる。しかし、これらの方法は適応できる治療法に制
限があること、骨に侵襲を加える必要があること、さらに評価精度などの点において問題
が残されている。
【０００５】
　こうした背景において、本願の発明者らは、骨の力学的特性を非侵襲的かつ定量的に評
価する超音波診断装置を提案している（特許文献１参照）。
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２９８２０５号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に記載された超音波診断装置は、骨に対して複数の超音波ビームを形成し、
各超音波ビームに対応した複数のエコー信号を取得して各エコー信号ごとに骨表面に対応
する表面ポイントを特定し、複数のエコー信号から得られる複数の表面ポイントに基づい
て骨表面の形状データを生成するものである。そして、骨に対して外的作用を及ぼした場
合における形状データの変化に基づいて骨の力学的特性が評価される。これにより、エコ
ー信号に基づく骨表面の形状データから、生体内の骨の力学的特性を非侵襲的かつ定量的
に評価することができるという画期的な技術である。
【０００８】
　本願の発明者らは、上記特許文献１に記載された画期的な技術をさらに改良し、骨など
の硬組織の力学的特性をさらに高い精度で評価する手法について研究を重ねてきた。特に
、硬組織の代表例である骨が弾性と同時に粘性を備えた粘弾性体であることを考慮して、
粘弾性体としての骨の評価について研究を重ねてきた。
【０００９】
　本発明は、このような背景において成されたものであり、その目的は、骨などの硬組織
の粘弾性を評価することができる超音波診断装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために、本発明の好適な態様である超音波診断装置は、硬組織に対
して超音波ビームを形成してエコー信号を取得する送受波手段と、硬組織の表面に対応し
た表面ポイントをエコー信号から検出する表面検出手段と、検出された表面ポイントに基
づいて硬組織の形態を反映させた形態量を計測する形態量計測手段と、硬組織に対して外
的作用を及ぼした状態からその外的作用を取り除いた後の前記形態量の復帰変化に基づい
て、硬組織の力学的特性の評価量を計測する評価量計測手段と、を有することを特徴とす
る。
【００１１】
　上記構成において、硬組織の形態を反映させた形態量とは、骨などの硬組織の外に表れ
ている形やありさまを反映させた量であり、例えば、硬組織表面の歪み量や硬組織表面の
変位量などである。硬組織に対して荷重などの外的作用を及ぼすことによって形態量が変
化する。硬組織が弾性に加えて粘性を備えている場合、外的作用の変化に対して形態量が
遅延を伴って変化する。上記構成では、外的作用を取り除いた後の形態量の復帰変化（遅
延の度合い）に基づいて評価量を計測している。つまり、計測された評価量が硬組織の粘
弾性を反映させた量となる。その結果、上記構成の超音波診断装置により、硬組織の粘弾
性を評価することができる。
【００１２】
　望ましくは、前記評価量計測手段は、前記評価量として、硬組織に対して外的作用を及
ぼした状態からその外的作用を取り除いた後に、前記形態量が、外的作用を及ぼす前の状
態に対応した復帰基準値に達するまでの時間を計測する、ことを特徴とする。望ましくは
、前記復帰基準値は、硬組織に対して外的作用を及ぼした状態の形態量である最大形態量
に基づいて設定される、ことを特徴とする。
【００１３】
　また上記目的を達成するために、本発明の好適な態様である超音波診断装置は、生体内
の骨に対して超音波ビームを形成してエコー信号を取得する送受波手段と、骨の表面に対
応した表面ポイントをエコー信号から検出し、表面ポイントの動きに追従して表面ポイン
トを追跡するトラッキング手段と、追跡された表面ポイントに基づいて骨の歪みを反映さ
せた形態量を計測する形態量計測手段と、骨に対して荷重を及ぼした状態からその荷重を
取り除いた後の前記形態量の復帰変化に基づいて、骨の力学的特性の評価量を計測する評
価量計測手段と、を有し、前記評価量計測手段は、前記評価量として、骨に対して荷重を
及ぼした状態からその荷重を取り除いた後に、前記形態量が、荷重を及ぼす前の状態に対
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応した復帰基準値に達するまでの時間を計測する、ことを特徴とする。
【００１４】
　望ましくは、前記形態量計測手段は、前記形態量として、追跡された表面ポイントに基
づいて骨表面の歪み量を計測する、ことを特徴とする。望ましくは、前記形態量計測手段
は、前記形態量として、表面ポイントの変位量を計測する、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明により、骨などの硬組織の粘弾性を評価することが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の好適な実施の形態を図面に基づいて説明する。
【００１７】
　図１には、本発明に係る超音波診断装置の好適な実施形態が示されており、図１はその
全体構成図である。プローブ１０は超音波探触子であり、被検体５０の体表に当接して用
いられる超音波探触子が好適である。もちろん被検体内に挿入して用いられる超音波探触
子を利用してもよい。プローブ１０は、被検体５０の体内の骨５２に向けて超音波ビーム
４０を形成する。プローブ１０としては、超音波ビーム４０を電子走査するリニア電子ス
キャンプローブ（リニアプローブ）が好適であるが、セクタ電子スキャンなどの方式を利
用するものでもよい。なお、診断対象となる骨５２は、例えば、脛骨や腓骨などである。
骨５２上に設定されるトラッキングポイント４２については後に詳述する。
【００１８】
　送受信部１２は、プローブ１０を制御して、断層面（図１に示す被検体５０の切断面）
内において超音波ビーム４０を電子走査する。プローブ１０がリニアプローブの場合、例
えば１２０本の超音波ビーム４０（図１には、後に詳述するエコートラッキング用の超音
波ビーム５本のみを図示している）が次々に電子走査され、各超音波ビーム４０ごとにエ
コー信号が取得される。取得された複数のエコー信号は断層画像形成部１８に出力され、
断層画像形成部１８は複数のエコー信号に基づいて骨の断層画像（Ｂモード画像）を形成
する。
【００１９】
　送受信部１２で取得されたエコー信号は、エコートラッキング処理部２０へも出力され
る。エコートラッキング処理部２０は、各エコー信号から骨表面部を抽出してトラッキン
グする、いわゆるエコートラッキング処理を行うものである。エコートラッキング処理に
は、例えば、特開２００１－３０９９１８号公報に詳述される技術が利用される。エコー
トラッキング処理には、例えば５本のトラッキング用エコー信号が利用される。トラッキ
ング用エコー信号は、断層画像形成に利用されるエコー信号（例えば１２０本のエコー信
号）の中から選択されてもよく、あるいは、断層画像形成用のビームとは別に、５本のト
ラッキング用エコー信号を形成してもよい。
【００２０】
　図１に示す５本の超音波ビーム４０は、各々、トラッキング用エコー信号を取得するた
めのビームである。検査者は操作パネル１６を介して、送受制御部１４に対して超音波の
送受波に関する指示を入力し、送受制御部１４は検査者の指示に基づいて送受信部１２を
制御する。これにより、トラッキング用エコー信号を取得するための超音波ビーム４０が
、検査者の指示に基づいて、骨表面の診断部位に送波される。超音波の送受波において骨
表面からは強い反射波が取得される。従って、被検体内から取得される各エコー信号は、
骨表面に対応する部分において大きな振幅となって取得される。
【００２１】
　図２は、各エコー信号の骨表面部を示す模式図である。図２に示すように、各エコー信
号は骨表面に対応する部分で大きな振幅となる範囲６０を示す。単に振幅の大きな部分と
して骨表面部を捉えた場合、範囲６０の中のどの部分が表面部に対応するのかが不明であ
り、結果として範囲６０程度の抽出誤差が生じてしまう。エコートラッキング処理では、
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各エコー信号の代表点としてゼロクロス点６２が検知され、検知されたゼロクロス点６２
をトラッキングすることで抽出精度を飛躍的に高めている。
【００２２】
　ゼロクロス点６２は、トラッキングゲート期間６４内においてエコー信号の振幅が正か
ら負へ、または、負から正へと極性が反転するタイミングとして検知される。図２ではエ
コー信号の振幅が正から負へと極性反転するタイミングがゼロクロス点６２である。ゼロ
クロス点６２が検知されるとその点を中心として、新たにトラッキングゲートが設定され
る。そして、次回、同じ部位から取得されるエコー信号においては、新たに設定されたト
ラッキングゲート期間６４内でゼロクロス点６２が検知される。このようにして、各エコ
ー信号ごとにゼロクロス点６２が表面ポイントとしてトラッキングされる。
【００２３】
　図３は、５つのエコー信号による骨表面部のトラッキングの様子を説明するための図で
ある。本実施形態の超音波診断装置では、骨の形態を反映させた形態量として骨の歪み量
が計測される。骨の歪み量は、基準状態（骨に対して荷重を掛けない状態：荷重無）と計
測状態（例えば、荷重を掛けた状態：荷重有）との間における表面ポイントの変位から求
めることができる。そこで、本実施形態においては、各エコー信号ごと（各超音波ビーム
ごと）に表面ポイントの基準状態からの変位が計測される。
【００２４】
　図３（Ａ）は、荷重無における骨５２に対するトラッキングの様子を示すものである。
骨５２に向けられた５本の超音波ビーム４０の各々に対応する各エコー信号６８は、骨表
面に対応する部分で大きな振幅（振幅極大部６９）を示している。なお、５本の超音波ビ
ーム４０には、図の上から順に、ビーム番号１からビーム番号５が付されている。各超音
波ビームごとに振幅極大部６９内においてゼロクロス点（図２の符号６２）が表面ポイン
トとして検知されているため、極めて高精度に骨表面位置が特定される。
【００２５】
　図３（Ｂ）は、荷重有における骨５２に対するトラッキングの様子を示すものである。
図３（Ａ）と同様に、骨５２に向けられた５本の超音波ビーム４０の各々に対応する各エ
コー信号６８は、骨表面に対応する部分で大きな振幅（振幅極大部６９）を示している。
なお、荷重が掛けられた影響により、図３（Ａ）の骨５２に比べて図３（Ｂ）の骨５２は
歪み（骨のたわみ具合）が大きくなっている。図３においてはエコートラッキング用エコ
ー信号が５本の例を示したが、５本以外の複数本でも計測可能である。
【００２６】
　図１に戻り、エコートラッキング処理部２０において、各エコー信号ごとに、つまり各
超音波ビーム４０ごとにトラッキングされる表面ポイントがトラッキングポイント４２で
ある。歪み量計測部２２は、基準状態（荷重無状態）と計測状態（例えば、荷重有状態）
との間における表面ポイント（トラッキングポイント４２）の変位を各超音波ビーム４０
ごとに計測して、５本の超音波ビーム４０の各々から表面ポイントの変位を計測する。つ
まり、図３に示したビーム番号１からビーム番号５までの各超音波ビームについて、荷重
無と荷重有との間におけるゼロクロス点の移動量が変位として計測される。その結果、骨
表面の５点に関する変位が得られる。歪み量計測部２２は、骨表面の５点に関する変位か
ら骨の歪み量を算出する。
【００２７】
　図４は、骨の歪み量の算出手法を説明するための図である。図４には、超音波ビームの
ビーム位置を縦軸とし、表面ポイントの変位を横軸とした座標系が示されている。そして
、その座標系上に、各超音波ビームのビーム位置とその超音波ビームで計測された変位と
を対応付けた点として５つの実測点７０がポイントされている。ビーム位置は、エコート
ラッキング用の超音波ビームの各々の位置（図１における各超音波ビーム４０の高さ）で
あり、上から（高い方から）順にビーム番号１からビーム番号５までのビーム番号によっ
て特定される。
【００２８】
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　骨の歪み量を算出するにあたっては、まず、５つの実測点７０を結ぶ補間ライン７２が
生成される。補間ライン７２は、例えば、スプライン補間や最小二乗補間などを利用して
５つの実測点７０を曲線補間することによって得ることができる。そして、５つの実測点
７０のうちの二つの端点を結ぶ直線７４と補間ライン７２との比較に基づいて補間ライン
７２の曲がりの程度が評価される。具体的には、直線７４から最も離れた位置に存在する
補間ライン７２上の点である最大変位点８０と直線７４との距離ｄに基づいて、直線７４
の長さＬと距離ｄから骨の歪み量γ＝ｄ／Ｌが算出される。
【００２９】
　なお、骨の歪み量の計測には、前述の特許文献１に記載された手法が利用されてもよい
。つまり、計測状態における骨の複数の表面ポイントを結ぶ補間ラインを生成し、その補
間ラインから骨の歪み量を算出してもよい。また、特許文献１に詳述されるように、荷重
無における補間ラインと荷重有における補間ラインの両端部を一致させるように重ね合わ
せて、二つの補間ラインの間の最大変位量Δｄと補間ラインの長さＬに基づいて、骨の歪
み量γ＝Δｄ／Ｌを算出してもよい。
【００３０】
　本実施形態においては、荷重を変化させた各状態ごとに骨の歪み量γが計測される。そ
こで、骨に対する荷重の掛け方について説明する。
【００３１】
　図５は、骨に対する荷重の掛け方を説明するための図であり、被検体５０とその体内の
骨５２が示されている。骨５２は、例えば、下肢下腿骨の脛骨である。図５に示すように
、被検体（足）５０を図の下側から二つの固定用枕９０で固定し、二つの固定用枕９０の
間のおよそ中央付近において図の上側から荷重が掛けられる。その結果、骨５２に対して
三点荷重が掛けられる。そして、二つの固定用枕９０の間のおよそ中央付近において図の
下側からプローブ１０が被検体５０の体表に当てられ、プローブ１０が骨５２に向けて超
音波ビームを形成する。
【００３２】
　なお、骨５２に対する荷重の掛け方は、図５に示す三点荷重方式に限定されない。例え
ば、被検体５０を起立させた状態で一点に荷重を掛ける方式でもよい。また、プローブ１
０の位置についても、荷重に対する骨５２の変形を確認できる程度において、図５の位置
から左右に（足の上下方向に）ずらしてもよい。
【００３３】
　骨５２に対する荷重は、対象骨が健常骨であれば、２５ニュートン程度で十分な評価が
可能である。健常骨に対して２５ニュートン程度の荷重であれば、通常、侵襲性の問題は
殆どない。対象骨が骨折などの異常骨であれば、侵襲性を考慮して荷重量を減らすなどの
措置をとるべきことは言うまでもない。
【００３４】
　本実施形態においては、荷重を変化させた各状態ごとに骨の歪み量γが計測され、荷重
の変化に対する骨の歪み量の追従の度合いから骨の粘弾性が評価される。そこで、まず、
骨の粘弾性をモデルに基づいて説明する。
【００３５】
　図６は、骨の粘弾性を説明するための粘弾性モデルを示す図である。図６に示す粘弾性
モデルは、弾性体として機能するバネ９４と粘性体として機能するダッシュポット９６に
よるフォークト（Ｖｏｉｇｔ）モデルと呼ばれるモデルである。
【００３６】
　図７は、フォークトモデルによる応力と骨の歪みとの関係を説明するための図である。
図７（ａ）は、横軸を時間軸とした場合の応力の変化を示しており、図７（ｂ）は、図７
（ａ）と同一時間軸における歪みの変化を示している。フォークトモデル（図６）では、
粘性体として機能するダッシュポット（９６）は、バネの動きを妨げる方向に作用する。
このため、フォークトモデルによる骨の歪み（バネの変位に対応）は、図７に示すように
、応力の変化に対して遅延を伴って変化する。
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【００３７】
　フォークトモデルのような単純なモデルの場合、基準となる応力が掛けられた状態にお
ける歪み量γから、応力が変化した後に、歪み量がγの１／ｅ（ｅは自然対数の底）に変
化するまでの時間を遅延時間と呼び、これを粘弾性の評価のパラメータとして利用する。
本実施形態においても、この遅延時間を粘弾性の評価のパラメータとして利用してもよい
が、実際の骨は、弾性体と粘性体が複雑な結合を持った構造であるため、単純なフォーク
トモデルのパラメータとは異なるパラメータを採用してもよい。そこで、次に本実施形態
における粘弾性の評価について詳述する。
【００３８】
　図８は、本実施形態における粘弾性の評価方法を説明するための図であり、横軸を時間
、縦軸を歪み量γとしたグラフが示されている。以下、図８を利用して粘弾性の評価方法
を説明する。なお、図１に示した部分には、図１の符号を付して説明する。
【００３９】
　まず、荷重が掛けられる前の状態、つまり図８における時間軸の原点から、骨５２の表
面ポイントのエコートラッキングを開始する。上述したように、主にエコートラッキング
処理部２０の機能によって骨５２の表面部がトラッキングされる。なお、これ以降の時刻
においてもエコートラッキングが継続され、荷重を変化させた各状態ごとに歪み量計測部
２２において歪み量が計測される。
【００４０】
　次に、骨５２に対して、侵襲を伴わないようにゆっくりと荷重を掛ける。つまり、図８
における荷重増加時間内において荷重を徐々に増加させる。荷重増加時間は、例えば１０
秒である。
【００４１】
　次に、目標となる荷重量に到達後、一定時間その荷重量をそのまま維持する。つまり、
図８における歪み安定時間内において荷重量を一定に保持する。これは、粘弾性体である
骨５２のクリープ現象（応力の変化に対する歪みの遅延）を考慮した措置である。このと
き、エコートラッキングにより骨表面の動きを観察することによって、クリープ現象の完
了（歪み量の安定）を確認することができる。歪み安定時間は、例えば１０秒である。
【００４２】
　そして、歪み量が安定すると、図８の抜重開始タイミングで荷重が一気に取り除かれる
。荷重が取り除かれると、骨５２は、粘弾性を備えるため徐々に、荷重を掛ける前の状態
に戻る。この際、遅延時間計測部２４において、骨５２の歪み量が、荷重を掛けた状態に
おける最大歪み量γ0から復帰基準値γ1（γ0のａパーセント：例えば５パーセント）に
戻るまでの遅延時間ｔが計測される。こうして計測された遅延時間ｔが、骨５２の粘弾性
を反映させた評価量となる。
【００４３】
　例えば、健常骨の遅延時間ｔ1と計測対象の骨の遅延時間ｔ2とを比較した結果、ｔ1＞
ｔ2であったとすると、健常骨に比べて計測対象の骨は、粘性度が低いと評価できる。こ
のため、計測対象の骨は、例えば、衝撃に対する柔軟性に欠けるもろい骨であり骨粗鬆症
などの症状を疑うことができる。逆に、ｔ2＞ｔ1であったとすると、健常骨に比べて計測
対象の骨は、弾性度（剛性度）が低いと評価できる。このため、計測対象の骨は、例えば
、クル病（骨に対してカルシウムの沈着が不足し、健常レベルの硬さを持たなくなる症状
）などの疾患を疑うことができる。
【００４４】
　このように、骨の粘弾性に着目した評価が可能になることにより、臨床的に有用な情報
を得ることが可能になる。なお、図８においては、最大歪み量γ0から復帰基準値γ1（γ

0のａパーセント）に戻るまでの遅延時間ｔを計測しているが、復帰基準値γ1を得るため
の割合ａは、確認すべき骨の種類や症状に応じて適宜設定される。また、前述のフォーク
トモデルにならって、歪み量がγ0の１／ｅ（ｅは自然対数の底）に変化するまでの時間
を遅延時間としてもよい。
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【００４５】
　図１に戻り、遅延時間計測部２４によって、上述のように遅延時間が計測されると、計
測された遅延時間が表示画像形成部３２に伝えられる。表示画像形成部３２には、断層画
像形成部１８において形成された断層画像データも供給されており、表示画像形成部３２
は、その断層画像データに基づいて骨の断層画像を形成してディスプレイ３４に表示させ
る。また、表示画像形成部３２には、歪み量計測部２２で計測された各時刻における骨の
歪み量のデータも伝えられており、表示画像形成部３２は、その歪み量のデータに基づい
て各時刻における骨の歪み量を示す画像、例えば、図８に示すような横軸を時間、縦軸を
歪み量としたグラフを形成してディスプレイ３４に表示させる。また、遅延時間計測部２
４によって計測された遅延時間の値を表示させる。骨の断層画像、歪み量のグラフ、遅延
時間の値は、同時に表示されてもよいし検査者の選択操作などに応じて切り替え表示され
てもよい。
【００４６】
　以上、本発明の好適な実施形態により骨の粘弾性を評価することができることを説明し
た。ちなみに、骨に対して繰り返し周期的な荷重を掛けて歪み量を計測し、荷重量と歪み
量との間のヒステリシス特性を得ることによって、ヒステリシスループの面積などから骨
の粘弾性を評価することもできる。しかし、ヒステリシス特性を得るためには、周期的に
（動的に）荷重を掛ける必要があり、荷重を掛ける機構などが複雑になる。また、被験者
に対して繰り返し荷重を掛けることは、被験者に対する負担も大きい。
【００４７】
　これに対し、上述した本発明の実施形態では、繰り返し荷重を掛ける必要が無く、その
意味において、骨の静的粘弾性を評価しているといえる。本発明の実施形態においては、
繰り返し荷重を掛ける必要が無いため、荷重を掛ける機構を単純化することが可能であり
、何よりも、被験者に対する繰り返し荷重を避けることができるため、極めて非侵襲的な
評価が可能になる。
【００４８】
　また、本発明の実施形態では、粘弾性を評価するための評価量が、スカラー量である遅
延時間であるため、歪みの変化する方向などを厳密に計測する必要がない。このため、プ
ローブの厳密な位置調整が無くても、再現性あるデータを取得することが容易であるなど
のメリットもある。
【００４９】
　以上、本発明の好適な実施形態を説明したが、上述した実施形態は、あらゆる点で単な
る例示にすぎず、本発明の範囲を限定するものではない。
【００５０】
　例えば、上述の実施形態では、歪み量計測部（図１の符号２２）において、粘弾性の評
価のための形態量として歪み量が計測されている。しかし、粘弾性の評価のための形態量
は、粘弾性を反映させた他の計測量であってもよい。例えば、ある一本の超音波ビーム上
における表面ポイントの変位であってもよい。つまり、ある超音波ビーム上における表面
ポイントが荷重の変化に応じて移動する際の変位を継続的に計測することにより、図８に
おける縦軸を、歪みγから変位ｄに換えたグラフを得ることも可能である。なお、図８に
おける縦軸を変位ｄに換えた場合においても、歪みγの場合と同様に、荷重を掛けた状態
における最大変位ｄ0から復帰基準値ｄ1（ｄ0のａパーセント）に戻るまでの遅延時間ｔ
が、粘弾性を反映させた評価量として計測される。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の全体構成図である。
【図２】各エコー信号の骨表面部を示す模式図である。
【図３】骨表面部のトラッキングの様子を説明するための図である。
【図４】骨の弾性量の算出手法を説明するための図である。
【図５】骨に対する荷重の掛け方を説明するための図である。
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【図６】骨の粘弾性を説明するための粘弾性モデルを示す図である。
【図７】フォークトモデルによる応力と骨の歪みの関係を説明するための図である。
【図８】本実施形態における粘弾性の評価方法を説明するための図である。
【符号の説明】
【００５２】
　１０　プローブ、２０　エコートラッキング処理部、２２　歪み量計測部、２４　遅延
時間計測部。

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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